
  R05.08.07

      コ  ー  ド 番  号   ４ ４ ２ ０ １ １  市  町  村  類  型 中核市

令和4年度　大分市決算状況     市   町   村   名   大     分     市  4年度交付税種地区分 　　  １　－　６

  国   27 年 478,146 人     国   27 年 203,515 世帯 区  分  第 1 次  第 2 次    第 3 次    区      分   決 算 額  構成比  増減率   経常一般      区          分   決 算 額  構成比  増減率 充当一般財源 充当経常一般財源  経常収支

  R2 年 475,614 人   R2 年 209,539 世帯就  27年 4,007 人 47,987 人 159,286 人       千円　　  ％ 　　  ％   財源  千円       千円 　　  ％ 　　  ％         千円   千円  比率 ％

  調  増減率 -0.5%     調    増減率 3.0  ％ 業  国調 1.9 ％ 22.7 ％ 75.4 ％ 地方税 80,662,416 37.0 1.9 75,792,952  人       件       費 29,770,590 14.1 △ 0.4 28,531,017 27,707,731 25.9

R4・3・31 473,136 人 面積（k㎡） 人口密度(人) 人  R2年 3,817 人 47,670 人 164,915 人 地方譲与税 1,820,637 0.8 3.1 1,820,637  う ち 職 員 給 18,760,551 8.7 △ 0.6 18,101,311 17,895,019 16.8

R5・3・31 471,325 人 502.39 946 351,227 口  国調 1.8 ％ 22.0 ％ 76.2 ％ 利子割交付金 24,140 0.0 △ 46.4 24,140  扶       助       費 65,676,045 31.0 △ 9.9 18,442,680 17,681,555 16.6

配当割交付金 223,087 0.1 △ 20.1 223,087  公       債       費 19,097,645 9.0 0.3 18,261,259 18,261,259 17.1

186,229 0.1 △ 37.4 186,229  元 利 償 還 金 19,097,614 9.0 0.3 18,261,228 18,261,228 17.1

千円 千円 11,978,681 5.5 5.1 11,978,681  一時借入金利子 31 0.0 △ 71.6 31 31 0.0

 1  歳   入   総   額　Ａ 77,508,012 80,747 0.1 △ 1.7 80,747  義務的経費　計 114,544,280 54.1 △ 6.0 65,234,956 63,650,545 59.6

66,586,211 19 0.0 19  物       件       費 29,589,256 14.0 14.5 18,013,340 15,875,471 14.9

 2  歳   出   総   額  Ｂ 84,965,756 73,159 0.0 △ 2.4 73,159  維   持   補   修  費 3,078,931 1.4 0.9 2,291,782 2,291,197 2.1

105,623,602 1,053,546 0.5 2.0 1,053,546  補    助    費    等 15,787,391 7.4 30.5 12,664,140 6,795,197 6.4

 3  歳入歳出差引額(Ａ－Ｂ)Ｃ 0.886 地方特例交付金 650,300 0.3 △ 47.8 650,300  繰       出       金 17,997,487 8.5 2.7 14,472,020 13,041,371 12.2

 翌年度へ繰り越すべき 9.3% 地方交付税 11,726,025 5.4 △ 2.3 10,630,228  投資及び出資金・貸付金 4,209,099 2.0 19.7 113,422 0 0.0

 4  財源          　    Ｄ 9.5% 10,630,228 4.9 △ 3.1 10,630,228  積       立       金 1,431,821 0.7 144.2 1,339,060

14.3% 1,095,797 0.5 6.8

 5  実 質 収 支(Ｃ－Ｄ) Ｅ 6.3% 108,478,986 49.8 1.0 102,513,725  投   資   的   経   費 25,185,060 11.9 26.0 5,978,689

1.6 67,593 0.0 △ 9.4 67,593  う ち 人 件 費 318,828 0.2 18.1 318,828

 6  単  年  度  収  支  Ｆ 47,897,032 487,593 0.2 △ 1.1  普通建設事業費 24,788,239 11.7 25.0 5,777,290

164,277,027 2,272,541 1.1 2.1 186,390  内  補     助 12,033,739 5.7 39.6 1,245,759

 7  積    立     金     Ｇ 66,836,707 800,274 0.4 1.1 79,112  訳  単　　 独 12,754,500 6.0 13.7 4,531,531

52,134,475 23.9 △ 13.1  災害復旧事業 396,821 0.2 149.5 201,399 経常一般財源（分母）

 8  繰  上  償  還  金  Ｈ 17,719 0.0 17.2 17,719  失業対策事業

18,154,085 8.3 21.5 うち経常一般財源

 9  積立金とりくずし額   Ｉ 363,693 0.2 13.8

 実質単年度収支 5.8% 5.2% 1,008,030 0.5 △ 0.1 うち減収補てん債特例分

10 　(Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ)    Ｊ 32.0% 27.8% 851,405 0.4 △ 34.0

7,397,732 3.4 97.8 うち臨時財政対策債

    事     業     名 資金不足 実質収支額又は資金 8,572,981 3.9 64.3 468,616

比率   不足・剰余額　千円   の繰入額  千円 17,197,800 7.9 19.9 ※臨時財政対策債発行可能額

国民健康保険特別会計 3,252,590 4,239,960 62 ラスパイレス指数 217,804,907 100.0 2.8 103,333,155      合          計 211,823,325 100.0 3.6 120,107,409

介護保険特別会計 159,770 6,483,776 45

公共下水道事業（法適） - 507,783 3,744,605 80  職 員 数  １人当り平均    区      分   決 算 額  構成比  増減率 超過課税分 徴収率    区        分   決 算 額  構成比  増減率 一般財源等

公設地方卸売市場事業 - 283,112 5 人 給料月額 円        千円　　  ％ 　　  ％ 収入済額千円      ％        千円 　　  ％ 　　  ％         千円

農業集落排水事業 - 124,768 2,971 313,174  普    通    税 72,644,663 90.1 2.0 1,220,509 99.5 864,973 0.4 2.0 864,258

後期高齢者医療特別会計 28,853 6,678,800 3   うち技能労務職 264 330,404  個 人 分 25,188,315 31.3 1.5 99.1 15,194,115 7.2 2.4 13,060,552

上水道事業（法適） - 13,018,063 765,354 136   うち消防職 483 304,691  法 人 分 5,808,062 7.2 3.5 1,220,509 100.1 88,409,310 41.7 △ 6.4 38,025,677

100 337,768  固定資産税 36,566,551 45.3 1.5 99.6 25,254,227 11.9 21.3 13,716,046

 軽自動車税 1,524,086 1.9 5.7 99.1 191,022 0.1 0.9 56,148 22,755,836 10.4%

 市たばこ税 3,557,649 4.4 6.3 100.0 2,555,098 1.2 △ 8.4 1,469,719

3,071  特土地保有税 9,478,391 4.5 35.0 4,122,009 103,333,155 47.4%

19,745,565 9.3 △ 1.4 11,040,636

 改正実施  １人当り平均 5,036,350 2.4 6.4 4,669,933 126,088,991 57.8%

 年 月 日  給料(報酬) 円  目    的    税 8,017,753 9.9 1.0 0 99.7 25,599,808 12.1 30.6 14,619,773

 8・ 4・1 1,134,000  入  湯   税 26,252 0.0 △ 8.7 100.0 396,821 0.2 149.5 201,399 91,715,916 42.2%

 8・ 4・1 905,000  事 業 所 税 3,122,037 3.9 △ 0.4 100.0 19,097,645 9.0 0.3 18,261,259

 教    育    長  8・ 4・1 793,000  都市計画税 4,869,464 6.0 1.9 99.5 102,416,665 47.0%

 議  会  議  長  8・ 4・1 766,000

うち市有財産整備基金  議 会 副 議 長  8・ 4・1 695,000    合      計 80,662,416 100.0 1.9 1,220,509 99.5    合      計 211,823,325 100.0 3.6 120,107,409 115,388,242 53.0%

 8・ 4・1 641,000    加   入   世   帯   数 55,468   世帯    被 保 険 者 1 人 当 り 保 険 税 調 定 額 91,976      円

   被   保   険   者   数 81,613    人    被  保  険  者  １  人  当   り  費   用 495,242      円

   一世帯当り保険税調定額 135,328    円    保      険      税      徴     収     率 90.2 　　 ％

国保会計の状況主要3基金【財調+減債+市有】 17,374,350 16,205,209

（一般会計） (16,205,209)(17,374,350)

7,952,274 7,788,750

計 25,074,641 24,024,042  議  会  議  員

自主財源（額・構成比）

減債基金 3,507,325 3,506,539 諸支出金

その他　基金 15,652,565 15,607,583 前年度繰上充用金 依存財源（額・構成比）

   　基 金 の 名 称 令和4年度末現在高（千円） 令和3年度末現在高（千円）  市          長 災害復旧費

財政調整基金 5,914,751 4,909,920  副　　市　　長 公債費

特別職 土木費 一般財源（額・構成比）

   区      分
消防費

基金の状況 教育費 特定財源（額・構成比）

 教 育 公 務 員

労働費

農林水産業費 経常一般財源（額・構成比）

   合      計 商工費

市
民
税

総務費

民生費 財源等

衛生費 臨時一般財源（額・構成比）

95.1%
   区      分

減税補てん債、臨時財政対策債除く

議会費 98.4% 一  般  職  員

合計 3,504,046100.5 100.2

 市       町       村       税 目的別  歳出 経常収支比率一般職員等

諸収入 3,504,000  普通会計から 職員
数
人

職員給等

地方債令和4年度 令和3年度

繰入金△ 470,096 3,059,001 将来負担比率

繰越金公営事業会計等の状況

550,000 連結実質赤字比率 - -

寄附金実質公債費比率

県支出金実質赤字比率 - -

財産収入 103,333,155

国有提供交付金 106,837,155区分 令和4年度 令和3年度

1,004,831 2,064 うち臨時財政対策債 64,442,634

国庫支出金財政健全化判断比率

使用料 経常経費充当一般財源（分子）地方債現在高 163,028,639

手数料 101,653,781

交通安全交付金

前 年 度 繰 上 充 用 金

現債高倍率 1.6

分担金・負担金△ 1,474,927 3,606,937 債務負担行為額 163,445,539

特別公債費負担比率 14.5%

小計5,127,969 6,602,896 実質収支比率 4.9%

起債制限比率 6.6%

普通853,613 794,836 公債費比率 7.9%

法人事業税交付金

自動車取得税交付金

標準財政規模 103,925,632

5,981,582 7,397,732 財政力指数 0.878

基準財政収入額 70,349,165

自動車税環境性能割交付金211,823,325 204,473,548 標準税収入額 89,791,358

株式等譲渡所得割

千円 千円 地方消費税交付金

217,804,907 211,871,280 基準財政需要額 80,688,192 ｺﾞﾙﾌ利用税交付金

本台帳

決算収支の状況 指標　等

区分 令和4年度 令和3年度

歳　　　入 性質別歳出

住民基 人口集中地区人口(人)

区分 令和4年度 令和3年度

人　　口 世帯数 産業構造


